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弊社ファンドの 2026 年 11 月 6 日の基準価額の変動について 

弊社のファンドのうち、下表に示すファンドの基準価額が大幅に下落しました。つきましては、基準価
額下落の背景と今後の運用方針についてご説明いたします。 

 

【基準価額の騰落率】 

ファンド名 
基準価額 (円) 

変化 (円) 騰落率 
当日 前日 

キャピタル・ニューエコノミー・ファンドＦ 20,415 21,655 -1,240 -5.73% 

キャピタル・ＡＭＣＡＰファンドＦ 16,971 17,966 -995 -5.54% 

キャピタル日本株式ファンド 64,132 68,015 -3,883 -5.71% 

キャピタル日本株式ファンド F 27,167 28,807 -1,640 -5.69% 

キャピタル日本株式ファンド（ＤＣ年金用） 20,776 22,028 -1,252 -5.68% 

 

【市場データ】 

参考指数 
騰落率  

(前営業日比) 

TOPIX (配当なし) -5.90% 

S&P500 種指数 (トータルリターン、円ベース) -4.70% 

MSCI AC ワールド･インデックス (税引後配当再投資、円ベース) -3.36% 

MSCI エマージング・マーケット・インデックス (税引後配当再投資、円ベース)  -1.22% 

騰落率は、TOPIX は当日終値、外国株式指数は前営業日終値と前々営業日との比較に基づく。 

出所：LSEG、キャピタル・グループ 
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【市場変動の背景】 

11 月 5 日の米国株式市場では、米中間選挙で民主党が事前予想を上回る大勝を収めたことを受け、その政策
への影響が改めて意識され、AI やデータセンターに対する規制強化への警戒感が高まりました。また、AI 関
連企業による大規模な設備投資の収益性や持続性に対する懸念も意識され、AI・半導体関連株を中心に株価が
大幅に下落しました。 

11 月 6 日の国内株式市場でも、こうした海外市場の動きが波及し、AI・半導体関連株を中心に幅広い銘柄の
株価が下落しました。 

 

【今後の運用方針】 

世界経済は関税問題や中東情勢をめぐる懸念が続くなかでも、底堅く推移しています。株式市場の上昇は業績
成長の裏付けがあるものの、急激な株価上昇を背景に市場のボラティリティ（変動率）は高まっています。今
後は特に、米国の金融引き締めのペースと政策金利の到達点が焦点になります。 

国内経済は比較的底堅い個人消費や企業業績を背景に、改善が続くと予想されます。物価高による個人消費へ
の下押し圧力が残るものの、労働需給のタイト化による賃金上昇が下支えすると考えられます。また、企業業
績は価格転嫁の進展などを通じた収益性の改善を背景に、全体としては底堅さを維持すると想定しています。
株式市場では、国内の景気回復や企業業績の拡大への期待が株価を後押しするほか、コーポレートガバナンス
の改善や株主還元の強化も引き続き支援材料になると見込まれます。 

リスク要因としては、関税の動向、原油価格の高騰を含む資源価格の変動、地政学的な緊張、欧米のインフレ
再燃、各国の政権運営の不安定化、AI 関連投資の伸び鈍化などが挙げられます。 

今後の運用においても、世界各国の経済および市場動向を注視しながら、長期的な視点に立ったファンダメン
タルズ調査に基づく個別銘柄選択を継続していく方針です。 

 

今後とも弊社ファンドをご愛顧くださいますよう、よろしくお願いいたします。 

 

以上 
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【参考資料】 
投資信託に係るリスクについて 
投資信託は、国内外の株式や公社債等の値動きのある有価証券等に投資を行ないますので、組入有価証
券等の価格の下落や発行者の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失を被るこ
とがあります。また、外貨建資産に投資を行なった場合には、為替の変動により、損失を被ることがあり
ます。従って、投資家のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損
失を被り、投資元本を割り込むことがあります。当ファンドの運用による損益は全て投資者に帰属しま
す。投資信託は預貯金と異なります。投資信託は、投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市
場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、詳しくは、「投資信託説明
書（交付目論見書）」の「投資リスク」を必ずご覧ください。 

ファンドの費用等 (詳細は、各ファンドの投資信託説明書 (交付目論見書) 等をご覧ください) 
お客様が直接的に負担する費用 
購入時手数料 3.3％ (税抜 3.00％) の手数料率を上限として、販売会社が個別に定める率を購入価額

に乗じて得た額とします。 

購入時手数料は、商品および関連する投資環境の説明、情報提供等、ならびに購入に
関する事務コスト等の対価として、販売会社にお支払いいただく費用です。 

信託財産留保額 ありません 

お客様が信託財産で間接的に負担する費用 
運用管理費用 

(信託報酬) 

純資産総額に対して上限年率 1.7875％ (税抜 1.625％) の率を乗じて得た額とします。な
お、ファンド・オブ・ファンズの場合には、投資対象とするファンドの信託報酬率が年率
0.007％程度かかるため、実質的に負担する信託報酬率は上限年率 1.7945％程度 (税込) 

です。信託報酬は､日々計上され､ファンドの基準価額に反映されます｡ 

※受益者が実質的に負担する信託報酬率は投資対象ファンドの実質組入比率などにより変
動します 

その他の 

費用･手数料 

監査費用および法定書類の作成等費用 (上限年率 0.05%) 、資産管理費用、資金の借入に伴
う借入金の利息および有価証券の借入に伴う品借料、受託会社による資金の立替に伴う利
息、有価証券等の売買委託手数料等、ファンド・オブ・ファンズの場合には投資対象とす
る外国投資信託のファンド管理費用等が信託財産より支払われます。これらの費用等は運
用状況等により変動するものであり、そのすべてについて事前に料率、上限額を表示する
ことができません。 

・上記費用の合計額は、ファンドの保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

・手数料等につきましては、キャピタル・インターナショナルが設定・運用する投資信託のうち、徴収す
るそれぞれの手数料等における最高の料率を記載しております（当資料作成日現在）。 

・上記に記載しているリスク、手数料等の概要は一般的な投資信託を想定しており、投資信託毎に異なり
ます。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

・投資信託のお申し込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容
を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。 

キャピタル・インターナショナル株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 317 号 

加入協会: 一般社団法人資産運用業協会 



 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店担

当者）経由で国内委託取引を行なう場合、約定代金に対して最大 1.26500％（但し、

最低 2,750 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の外国

取引にあたっては約定代金に対して最大 0.99000％の国内取次手数料（税込）に加え、

現地情勢等に応じて決定される現地手数料および税金等が必要となります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を含

みます）による損失が生じるおそれがあります。また、外国株式等の売買等にあたっ

ては価格変動のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行なうにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30万円以上の委託保

証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行なうことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その対

価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水準の

変動等により価格が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利

水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、

債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およびそれら

に関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。 

 投資信託のご購入にあたっては購入時手数料（申込金額に対し、最大 3.3％（税込））

をご負担いただく場合があります。また、ご換金時に換金時手数料（換金時の基準価

額に対して、1 口（当初 1 口＝1,000 円）につき最大 22 円（税込））や信託財産留保

額（換金時の基準価額に対して、最大 0.5％）をご負担いただく場合があります。投

資信託の保有期間中には、間接的にかかる費用として、信託財産の純資産総額に対す

る運用管理費用（国内投資信託の場合には信託報酬として最大年率 2.669％（税込）

程度、外国投資信託の場合には管理報酬等として最大年率 3.755%程度）やその他運

用実績に応じた成功報酬、その他の費用・手数料等をご負担いただく場合があります。

その他の費用・手数料等は、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等

を表示することができません。また、各商品等には価格の変動等による損失が生じる

おそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書面、

契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。各商品の目論見書等のご

請求は、大和証券のお取引窓口までお願いいたします。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示が

行なわれていないものもあります。 

 
商号等 ：大和証券株式会社 ／ 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人資産運用業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、 

  一般社団法人第二種金融商品取引業協会、一般社団法人日本STO協会 


